
被災建物等調査算定特記事項 

（適用範囲） 

第１条 この被災建物等調査算定特記事項（以下「本特記事項」という。）は、平成３０年７月豪雨

による愛媛県土木部の公共事業の施行に必要な土地を取得等する場合に係る用地調査等業務に適

用するものとし、用地調査等共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）及び特記仕様書に優先す

る。 

 

（復旧事業等に関する配慮） 

第２条 受注者は、被災地の用地調査等業務の実施にあたっては、調査区域の復旧事業・復興事業

の計画及び実施の妨げとならないよう配慮するものとする。 

 

（業務実施上の安全確保） 

第３条 受注者は、本特記事項を適用する用地調査等業務の実施にあたっては、事前に調査区域の

被災状況を十分把握し、業務履行中の二次災害等の防止に努めるものとする。 

２ 受注者は、業務実施上の安全確保の方法を共通仕様書第１３条の作業計画書に明記し、業務履

行のときは遵守するものとする。 

３ 調査対象建物が被災により通常有する安全性を満たさない場合など安全に業務を実施できない

ときは、監督員と協議するものとする。 

 

（調査対象建物の被災度区分判定調査） 

第４条 受注者は、被災建物の調査にあたっては、「震災建築物の被災度判定基準および復旧技術指

針（一般財団法人日本建築防災協会）」を参考に、被災度区分判定調査を行うものとする。 

２ 受注者は、前項の調査結果を様式第１号「木造建築物の被災度区分判定調査表」、様式第２号「鉄

骨造建築物の被災度区分判定調査表」、様式第３号「鉄筋コンクリート造建築物の被災度区分判定

調査表」、様式第４号「鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の被災度区分判定調査表」に取りまとめる

とともに、被災による損傷状況を地盤変動影響調査算定要領（案）（平成３０年３月２２日付け中

央用地対策連絡協議会理事会申合せ）を参考に調査書に記入するものとする。 

３ 被災により全壊したと客観的に認められる建物は、第１項の調査を要しないものとする。 

 

（調査対象建物の被災度区分判定） 

第５条 受注者は、前条の被災度区分判定調査の結果及び一級建築士の意見を参考に、調査対象建

物を以下のとおり区分するものとする。 

一 全壊した建物（以下「全壊建物」という。） 

二 毀損した建物（効用あり）（被災度区分判定が「中破」以下のもの、又は一級建築士により効

用を有すると判定されたもの。以下「毀損建物（効用あり）」という。） 

三 毀損した建物（効用なし）（被災度区分判定が「大破」以上のもの、又は一級建築士により効

用を有さないと判定されたもの。以下「毀損建物（効用なし）」という。） 

四 毀損していない建物（修復済の建物を含む。） 

 



（全壊建物の調査） 

第６条 受注者は、全壊建物の調査にあたっては、廃材等残存物の有無を調査し、廃材等残存物が

あるときは第１０条の撤去・処分費等の積算が可能となるよう調査し、廃材等残存物がないとき

は被災前建物を当該権利者が所有し、又は使用する一画の敷地ごとに状況が把握できる写真を撮

影するものとする。 

 

（毀損建物（効用あり）の推定再建築費等の調査） 

第７条 受注者は、毀損建物（効用あり）の調査にあたっては、推定再建築費、取りこわし工事費、

発生材価額の積算が可能となるよう、共通仕様書第８０条から第８２条の調査を実施するものと

する。 

２ 前項の調査において、被災により一部欠落したと認められる部位（部材）等が存するときは、

近接する部位（部材）等から推定するなど合理的方法により、被災前の部位（部材）等を推定の

うえ行うものとする。 

 

（毀損建物（効用あり）の修復費の調査） 

第８条 受注者は、毀損建物（効用あり）の調査にあたっては、第１０条第１項第２号の修復費の

積算が可能となるよう地盤変動影響調査算定要領（案）を参考に調査するものとする。 

 

（毀損建物（効用なし）の取りこわし工事費等の調査） 

第９条 受注者は、毀損建物（効用なし）の調査にあたっては、第１０条第１項第３号の取りこわ

し工事費及び発生材価額の見積が可能となるよう調査するものとする。 

 

（被災建物の移転料） 

第１０条 受注者は、被災建物の移転料は、以下のとおり算定するものとする。 

一 全壊建物で廃材等残存物のあるもの 

  撤去・処分費 － 発生材価額 

二 毀損建物（効用あり）で再築工法、曳家工法及び除却工法とするもの 

  再築工法 推定再建築費 × 再築補償率 － 修復費 ＋ 取りこわし工事費 － 発生材価額 

  曳家工法 曳家工事費 － 修復費 ＋ 補修工事費 

  除却工法 推定再建築費 × 現価率 － 修復費 ＋ 取りこわし工事費 － 発生材価額 

三 毀損建物（効用なし） 

  取りこわし工事費 － 発生材価額 

２ 前項の移転料は、様式第５号「建物移転料算定表［再築工法］（被災建物用）」、様式第６号「建

物移転料算定表［曳家工法］（被災建物用）」又は様式第７号「建物移転料算定表［除却工法］（被

災建物用）」により算定するものとする。 

 

（全壊建物の処分費等） 

第１１条 前条第１項第１号の撤去・処分費及び発生材価額は、現地の状態に応じた費用等を見積

るものとする。 



（毀損建物（効用あり）の推定再建築費） 

第１２条 第１０条第１項第２号の推定再建築費の積算は、共通仕様書別記６建物移転料算定要領

により行うものとする。 

 

（毀損建物（効用あり）の修復費） 

第１３条 第１０条第１項第２号の修復費とは、毀損建物（効用あり）を被災前の状態に原状回復

するのに妥当と認められる費用をいい、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生

じた建物等の損害等に係る事務処理要領の制定について」（昭和６１年４月１４日付け用第３３９

号）第７条第２項第１号及び同第２号（付録を含む）の補修方法等による原状回復費用とする。 

２ 修復費の積算が前項により難いときは、監督員と協議するものとする。 

 

（毀損建物の取りこわし工事費等） 

第１４条 第１０条第１項第２号の取りこわし工事費及び発生材価額の積算は、建物移転料算定要

領により行うものとする。ただし、これにより難いときは、現地の状態に応じた工事費等を見積

るものとする。 

２ 第１０条第１項第３号の取りこわし工事費及び発生材価額の積算は、現地の状態に応じた工事

費等を見積るものとする。 

 

（工作物の調査・算定等） 

第１５条 受注者は、被災度区分判定調査を必要とする被災した工作物の調査・算定にあたっては、

第４条から第１４条の建物の取扱いを基本とするほか以下のとおり行うものとする。 

２ 機械設備の被災度区分判定は、共通仕様書別記７－１機械設備調査算定要領別添－２機械設備

工事費算定基準第３章の専門メーカー等から見積を徴する方法により行うものとし、同基準第３

章第３第２項第３号見積徴収（二）の見積条件に「当該機械設備の効用の有無」を加えることに

より行うものとする。 

３ 機械設備の移転料は、復元工法及び第１０条被災建物の移転料の算定式に準じて算定するもの

とする。 

４ 機械設備の搬出を、全壊又は毀損した建物の廃材もしくは解体材等を取り除きながら行うとき

は、必要に応じて当該経費の増加分を加算できるものとし、現地の状態に応じた工事費を見積る

ものとする。 

５ 附帯工作物の被災度区分判定は、第４条第２項の判定調査表の作成は要しない。 

 

（立竹木の調査・算定） 

第１６条 受注者は、被災した立竹木の調査・算定にあたっては、共通仕様書第９９条及び第１１

１条を基本とする。なお、調査方法等に疑義が生じた場合は、その都度監督員と協議するものと

する。 

 

（営業補償の調査・算定） 

第１７条 受注者は、被災後の営業補償の調査・算定にあたっては、被災による影響を考慮した補



償額の算定を行う必要があるため、資料の収集にあたっては、事前に監督員と協議するものとす

る。 

 

（動産移転料の調査・算定） 

第１８条 受注者は、調査において動産が存する場合には、共通仕様書第１１５条から第１１７条

を基本とする。なお、調査方法等に疑義が生じた場合は、その都度監督員と協議するものとする。 

 

（成果物） 

第１９条 本業務の成果物は、共通仕様書、特記仕様書によるほか以下によるものとする。 

一 本特記事項第４条の調査を行った場合 

  被災度区分判定調査表及び地盤変動影響調査算定要領（案）第１２条に定める建物等調査一

覧表、建物等調査書（平面図・立面図等）、損傷調査書及び写真集に準じた成果物 

二 本特記事項第１３条の積算を行った場合 

  地盤変動影響調査算定要領（案）第２８条に定める建物等の費用負担額算定書に準じた成果

物 

三 前２号を除く調査等の成果物は監督員の指示による。 


